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 全国商工新聞
川越・東松山民商  民商だより 
 

編集後記 次から次に岸田首相や自民党の問題が噴出しています。 

自民党の派閥ごとの政治資金パーティーでの、収入を政治資金収支 

報告書に過少記載した問題やパーティー券のノルマを超えた販売利 

益を議員にキックバックの疑惑。また首相が政務調査会長の時に、 

アメリカの元下院議長と会談した際、旧統一教会の友好団体の 

トップが同席と報じられました。岸田内閣の支持率は下がり続け、内閣発足以降つい

に３割を切りました。国民に目を向けない、当然の結果ではないでしょうか。 

降、最低の 26.9％となりました。「支持しない」は 51.8％です。 

景気対策で、消費税を減税すればすべての国民に恩恵が実感でき、 

岸田内閣の支持率も上がるのでは？ 

 

民商公式ＬＩＮＥ 

 

 

年末調整相談会のお知らせ(予約制) 
年末調整の相談会を下記の日程で行ないます。書類などを準備の上、

ご参加ください。マイナンバー（個人番号）は記載が無くても提出が出

来ますのでマイナンバー記載、持込みはお控えください。 

納期の特例承認事務所の源泉税納付期限は、来年１月２２日（月）で

す。従業員の多い方は、早めにご連絡・ご参加ください。 

必ず電話での事前予約をお願いします 

1２/２７(水)１０:００～１２:００、１３:３０～１６:００ 民商事務所 

１/１１(木)１３:３０～１６:００ 東松山市民文化センター第３会議室 

１/１６(火)１０:００～１２:００、１３:３０～１６:００  民商事務所 

１/１８(木)１３:３０～１６:００ 東松山市民文化センター第３会議室 

準備する書類 ： 

１．税務署から届いた封筒  

２．源泉徴収簿、若しくは１月～１２月の給料明細  

３．生命保険・地震保険・国保・年金などの支払明細  

４．扶養控除等申告書（扶養親族の名前・生年月日の記入） 

５．給与所得者保険料控除申告書  

６．ゴム印及び印鑑 ７．納付済の源泉領収書 

８．基礎控除申告書兼配偶者控除等申告書県所得金額調整控除申告書（配

偶者の収入のわかるもの）●帳簿、筆記用具、電卓 

※住宅借入金控除などを受けている方は、令和５年分の証明書と銀行の借入

金等の年末残高証明書の用意をしてください。国外居住親族の扶養には、親

族関係・送金関係書類の提出が必要です。 

１２月の早めの集金、春の運動資金のお願い  
今年も早いもので、年末となります。年の瀬で 

お忙しいとは思いますが、12 月分の会費集金を早 

めにお願い致します。皆さんのご協力をよろしく 

お願いします。また春の運動資金の 12 月からの 

ご協力もあわせて、お願い致します。 

 

「軍拡増税・大企業優先」許されない 

いま必要なのはくらしを守る政策!！ 
 総額１３兆１９９２億円の２０２３年度補正予算が１１月２９日の参議院本会議

で、自民、公明、維新、国民民主の賛成多数で可決、成立しました。 

 岸田首相は９月２５日の経済対策についての会見で「長年続いてきたコストカッ

ト型の経済」が、賃金や設備投資までコストカットの対象として削ってきたこと

で、「消費と投資の停滞」を招いてきたことを指摘し、「３０年ぶりに歴史的転換を

図る」と強調しました。 

 首相は、今やることは「経済、経済、経済」と連呼しましたが、中身は持続的な

賃上げを３年間かけて行う、三位一体の労働市場改革という労働者の使い捨てと企

業の解雇自由の拡大、ガソリン代補助と電気・ガス料金の春までの延長というお粗

末なものです。「スピード感をもって」と言いながら、国民への減税は来年６月実

施見込みと遅すぎるし少なすぎます。 

 今回の補正予算１３兆円のうち物価高から国民を守る項目は 2.7 兆円、総額の２

割に過ぎません。関西万博や巨大半導体企業への支援、過去最大となる 8130 億

円の軍事費まで潜り込ませており異常です。 

 １０月の全国の消費者物価指数は総合で前年同月に比べ 3.3％上昇し、前月より

も上昇幅を広げました。値上がりが目立つのは食料（8.６％）、家具・家事用品

（6.９％）などです。しかし経済対策に盛り込まれた価格抑制策には、高騰の目立

つ食料品は対象外になっています。 

「物価抑制」を掲げた経済対策なら、ほとんどの品目の価格を下げる消費税減税が

最も効果的です。消費税減税は、消費をするたび減税効果が 

あらわれるので、景気対策としても効果は絶大です。 

 年明けからスタートする春の運動で、 

・ガソリン税凍結、消費税減税、インボイス制度廃止を 

求める請願 

・現行の保険証を残してください」請願署名 

・平和、いのち、くらしを壊す大軍拡、大増税に反対す 

る請願署名 

３つの署名を、１会員１０署名目標で取り組みます。 
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